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 論文は本文 6 章から構成され、各章は以下のような内容である。  
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1 大西･他（2001）、p.9 を参照されたい。 











































































































ートン）、徐府街の 3 つ街区に集中している。そのなかでも徐府街は、1995 年






         図１－１ 1995 年開封歴史文化名城保護規劃5 
                                                   
4 大西・他（2001，第 2 章）、p.78 から引用。 









































                                                   
6 稲垣（1984）、p.129 を参照されたい。 






























                                                   
8 片桐（2000，第 1 章）、p.1 を参照されたい。 
9 野田（2001，8 章）、p.195 を参照されたい。 
10 西村（1997，1 章）、p.10 を参照されたい。 
11 「歴史的風土」とは、古都保存法(第 2 条 2 項)によって「日本国の歴史上意義を有する建造
物、遺跡等が周囲の自然的環境と一体をなして古都における伝統と文化を具現し、及び形成して
いる土地の状況」と定義されている。建造物や遺跡等が存在し、さらにその周囲に自然環境が存
在し、これらが一体となって伝統と文化を具現化していることの 3 点が要件となっている。 
12 林･他（1984，3 章）、p.47 から引用。 








































                                                   
15 中国の都市計画上の「歴史風貌区」は日本の「歴史的風土保存区域」に相当している。 
16 張（2012a）、pp.10-11 を参照されたい。 





19 文化財保護法第 2 条第 1 項は「文化財」の定義について規定している。 





























0-4. 論文の構成  
 
















































































                                                   
21 「両側町」の「町」を「ちょう」と読む地域と「まち」と読む地域がある。本稿では「両側
町（りょうがわちょう）」と呼ぶことにする。 





23 相沢（1981，1 章）、pp.9-14 を参照されたい。 





















































































                                                   
27 同上の p.14 から引用。 






















た（下記、表 1-1 を参照）。 
 
表 1-1：「両側町」に関する先行研究（文献リスト） 
著者 文献 発行年 
今井登志喜 『都市発達史研究』 1951 年 
島村昇・鈴鹿幸雄他 『京の町屋』 1971 年 
秋山国三・仲村研 『京都「町」の研究』 1975 年 
鳴海邦碩 『都市の自由空間』 1982 年 










                                                   
29 岡（1991）、前掲載、p.14 から引用。 





































家々は、東側 20 戸、西側 16 戸よりなり、世帯数 38、町内総人口 159 人である。
町は町内会を持ち、年中行事も活発に行われ、町内組織は未だに生き続けてい
                                                   











































                                                   
33 島村・他（1971b）、pp.14-15 から引用。  
34 島村・他（1971c）、p.29 から引用。 
35 島村・他（1971a）、p.53 から引用。 




























った（図 1-5 左図）。 













                                                   




























                                                   
38 鳴海（1982，2 章）、p.60 を参照されたい。 
39 田端（1990，10 章）、p.117 から引用。  
40 岡・他（2006）の最初の頁の注より引用。 




































 1-1-3 項では 5 冊の先行研究を取り上げ、両側町の定義について検討した。そ
こで明らかとなった両側町を特徴づける要件について整理してみたのが表 1-2
である。その結果、7 つの要件が抽出された。 
     
表 1-2：「両側町」に共通する特徴（要件） 
                                                   
42 田中（2003，1 章）、p.13 から引用。 
43 岡・他（2006，1 章）、p.12 から引用。 
19 
 
①  徒歩交通 
②  通り・広場を中心とする公共的空間 
③  両側には伝統的な建築物群が建ち並んでいる 
④  アイデンティティ（共通する住所や町名） 
⑤  コミュニティの存在 
⑥  個々の建物が保全され活用されている 




































② 歴史的町並み保全に関する住民の関心や意識に関する研究  
③ 歴史町並み保全と地域振興（観光）の両立に関する研究  
④ 重伝建地区内の空き家問題に関する研究 




































45 西村（1994，1 章）、p. 174 を参照されたい。 
46 吉田（1974）、p.47 を参照されたい。 










































































































































































































































のの、大きくは以下 5 つアプローチに分類することができる。 
 
① 名城制度の内容・枠組みの研究 
② 名城の建造物や景観の保全効果に関する研究、  
③ 歴史町並み保全と地域振興（観光）の両立に関する研究   
④ 歴史的町並み保全のオーセンティシティに関する研究  


























































                                                   






















































































                                                                                                                                                
す。 







































































































































































































































































































































































日本における法制度の変遷については、文化庁（1988）59が 1868 年から 1926
年までを「文化財保護制度の誕生」、1926 年から 1945 年までを「国宝の
保護の充実と海外流失の防止」、1945 年から 1966 年までを「文化財保護
法の制定と整備」と 3 つの時期に分類している。さらに浅野(1994)60は、こ





















                                                   
59 文化庁(1988), pp.273-283 から引用。 
60 浅野(1994), pp.138-140 から引用。 
61 中村(1999), p.13 を参照。 
62 中村(1999), p.14 では，「古器旧物保存法」が日本で最初の文化財保護を意図した法制度であ
ったと指摘している。 
63 文化庁(1988), p.274 を参照。 







表 2-1 日本における明治以降から戦前・戦後期における法制度 
 
明治以降から戦前期 
年 法・制度の名称 所管官庁 
1871 古器旧物保存法 内務省・文部省 




























2001 文化芸術振興基本法 文科省 












                                                   







臨時立法 67として 1933 年に「重要美術品等の保存に関する法律」が制定さ
れた。同法は重要美術品等と共に、分解して輸出される危険性があった建




























                                                   
66 浅野(1994), p.138 を参照。 
67 同上の p.139 を参照。 
68 文化庁(1988), p.280 を参照。 
69 「文化財保護法」の施行期日を定める政令(政令第 276 号)によって、同法は 1950 年 8 月 29
日に施行された。この施行に合わせて、前身である「史蹟名勝天然記念物保存法」「国宝保存法」
「重要美術品等の保存に関する法律」は廃止された。 







































                                                   
71 この部分も同上、p.140 を参照。 
72 「歴史的風土」とは、古都保存法(第 2 条 2 項)によって「日本国の歴史上意義を有する建造
物、遺跡等が周囲の自然的環境と一体をなして古都における伝統と文化を具現し、及び形成して
いる土地の状況」と定義されている。建造物や遺跡等が存在し、さらにその周囲に自然環境が存



















制（第 7 条 1 項）、後者地区内の現状変更行為は許可制74（第 8 条 1 項）である。
そして前者の歴史的風土保存区域については、歴史的風土保存計画を定めなけ


















                                                   
73 この段落の内容は、西村(2004), p.118 から引用。 
74 「古都保存法」は 1966（昭和 41）年に創設されて以来、計 8 回改正されている。2000 年度
の分権改革では、多くの「許可制」が「届出制」に変わった。ただし、2011 年の改正では、「歴
史的風土特別保存地区」の現状変更行為には府県知事の許可が必要となった。 


































によって、2016 年 10 月時点で重伝建地区に選定された地区が 90 市町村






                                                   







































                                                   
77 「市街地建築物法」は 1950 年に「建築基準法」に改訂された。 
















 第 1 に、1993 年になると法隆寺と姫路城が世界遺産（文化遺産）に登録され、






































































                                                   
79 「文化財保護法」の第 11 章を参照されたい。 
80 王・他（1999）の 5 章を参考に、筆者が作成した。 




































保護審議会制度が採用された（150 条 1 項）。同時に、文化財の巡視、保護に関
する指導・助言、保護思想の普及活動を任務とする文化財保護指導委員制度も
採り入れられた（105 条 2 項）。とりわけ市町村の主体的役割が明確になったの
が 1975 年の「伝統的建造物群保存地区」の選定である。さらに 1976 年には、
「文部科学大臣は、市町村の申出に基づき、伝統的建造物群保存地区の区域の
全部又は一部で我が国にとつてその価値が特に高いものを、重要伝統的建造物
































































86 上野（2010）、pp.20-23 を参照。 






89 国土交通省の HP によれば、総合整備、歴史・伝統の保全再生、道路・街路整備、住環境整備・






































築・遺跡に、古物は碑碣・金石・陶器等の計 10 種類に分類されていた 93。 
                                                   
91 地価税は 1980 年代後半のバブル経済下で地価が高騰したことから、その抑制のため 1992 年
度に導入された。しかしその後のバブル経済崩壊によって地価高騰の恐れがなくなったため、
1998 年度から「当面の間は課税しない」措置が採られている。  





触発され、続く 1930 年に「古物保存法」、1931 年に「古物保存法細則」、
また古物の管理機構に関して 1932 年に「中央古物保管委員会組織条例」、
古物の種類と範囲を示すものとして 1935 年に「暫定古物の範囲及び種類
大綱」を制定した。さらに 1936 年には、太平洋戦争時の古物の保管方法  
 







                                                   
94 ここまでの説明は葉華・他（1995a），p.713 から適宜引用。 
95 葉華・他（1995a）は、1937 年から 1945 年にかけて日中戦争が発生し、その後の 1945 年か
ら 1949 年にかけて国共内戦による中国大陸全土にわたる戦乱によって法制度の実行と充実は明








府時代とは、先行研究を参照して、戦時中を除く 1929 年から 1936 年にかけての期間である。 
戦前期 
年 法・制度の名称 所管官庁 
1929 名勝古跡古物保存条例 国民党政府内政部 
1930 古物保存法 国民党政府 
1931 「古物保存法細則」 国民党政府 
1932 「中央古物保管委員会組織条例」 国民党政府 
1935 「暫定古物の範囲及び種類大綱」 国民党政府 














2008 歴史文化名城名鎮名村保護条例 国務院 
51 
 









以下 5 つの時期に区分して捉えている。  










表 2-3 文化財保護法制度形成の萌芽期の関連法規 
















                                                   
96 「歴史的環境」という言葉の意味については既に p.42 の注 57 で言及したが、 ここでいう「歴
史的環境保全の法制度」とは 1929 年から 1949 年にかけての期間中に作られた歴史遺産を保護
する法制度のことである。上記の葉華・他(1995a)によっては、1929 年から 1936 年にかけて国
民党政府によって作られた法制度は、十分に機能を果たさなかったと推察している。 
97 本節の説明は、葉華・他 (1995b)、pp.196-198 から適宜引用。 
98 同上の文献 p.202 の説明によると、中国近代史では、一般的に 1949 年から 1952 年は「戦
後経済回復」期、1953 年から 1957 年は「第一次国民経済五年計画」期、1958 年から 1960 年




1956 農業生産建設における文物の保護に関する通知  国務院 
1956 城市規劃編制の暫行規則 建設部 
1961 文物保護暫行条例 国務院 
1961 全国重点文物保護単位 99 国務院 



























1982 年に第 2 回全国重点文物保護単位 100が指定され、同年、人大において
                                                   
99 葉華・他 (1995b)によると、1961 年に、中華人民共和国建国後初めての文化財保護に関する
包括的な法規「文物保護暫行条例（文化財保護に関する暫定行政法規・条例）」が国務院によっ
て制定され、同時に、同条例に基づき、記念的建造物、石窟、歴史的建造物石刻及び古墓葬の 5





100 葉華・他（1995a）の p.714 では次のように指摘している。1961 年の第 1 回「全国重点文



























その一方で国務院は、1994 年に 37 都市を「第三回歴史文化名城」に指定
し、その後は都市を個別に指定することで、2012 年 12 月 25 日時点で 119
都市が指定されている（図 2-2 を参照されたい）。  




史文化名村」は保護されていた 102。国務院は新しい「歴史文化名城名鎮名  





102 葉華・他 (1995b) の pp.197-198 では次のように指摘している。1982 年に制定された「文
物保護法」は、第 2 章第 8 条において初めて「歴史文化名城」保護制度の法的根拠を明確にした。
1983 年、城郷建設環境保護部から「関於加強歴史文化名城保護規劃的通知」が出され、
指定された名城における保護計画の策定という都市計画上の措置が決められた。そして、






































103 国務院法制弁農業資源環保法制司・他（2009）、p.14 を参照。 
104 都市計画における各種用地の境界線は図面で色分けされている。国、省、市等各級歴史文化
保護区の境界線である。他には、都市藍線（地表水系）、都市緑線（緑地範囲）等がある。   
55 
 





｢歴史文化名城｣制度が設立され、2016 年 10 月 15 日時点で  129 の都市が
指定されている。中国で古城  (歴史的都市空間 )の一般的な概念は清代前
(1911 年前 ) に存在した市街地、特に城壁に囲まれた内側の市街地のこと
をいう。この制度は文化財の保全、歴史的町並みの保全、歴史文化名城全
体の保全の 3 つの部分から構成されている。中国の文化遺産の保全事業は
                                                   











第 5 に、歴史文化名城保護範囲内において、2 つ以上の歴史街区を有して












数あるが、主に以下の 6 種類に分けられる。 
 




②  歴史上の地方政権のあった都 
例えば、山東省曲阜は紀元前 6 世紀の魯の国の都城であるが、孔子の故
郷でもあり、現在は世界文化遺産となっている。  
③  伝統産業で栄えた都市 
例えば、江西省の景徳鎮は「瓷都」と呼ばれ、窯業という伝統産業が古
来より国内外で有名であり、現在も衰退することなく続いている。   




⑤  民族的・地方的特色をもつ小都市 









































た。保護措置は次の 4 つの面でさらなる展開を見た。  


































その後、2003 年に同じ人民代表大会常務委員会で 3 回の審議を経て、同年 10
月にようやく施行されるに至った。都市開発は 2000 年以降に急速に進行したた
め、地方都市の保護条例も 2000 年以降に制定されたものが多い。法制度が実態
                                                   











































                                                   
109 前掲載、王・他 （1999）の 5 章を参考に、筆者が作成。 
110 「規劃」は日本語の「計画」を意味する。 
111 歴史上のある時期の伝統風貌や民族特色を持つ街区、建築群、村鎮である。葉華・他 (1995b)、
p.198 によれば、1986 年の国務院による第 2 回歴史文化名城の指定の際に、新たに「省級歴
史文化名城」と「省級歴史文化保護区」の指定の可能性と指定の原則に関するガイドラインが示
された。2012 年 12 月 26 日に河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏へヒアリン
グ調査をした際に聞いたことは、1982 年に開封市が第 1 回歴史文化名城に指定されたときには、
ほとんどが歴史都市という知名度だけを根拠にしていたということである。開封市が「名城保護






















































図 2-4  国家重点文物保護専項補助経費支出表 
                                                   




















































表 2-4 日本と中国における戦前の法制度の比較  
 





















































































                                                   















表 2－5 日中の現行する法制度の比較 


























































                                                   





































                                                   
118 本文中で竹原市の事例に言及したが、そこでは成功とまでは言えないまでも縦割り問題を解




縦割り問題を緩和できる 1 つの切口として考えられる。 
119 宮澤（1985）、pp.10-20 を参照。 





















































































































                                                   




































































































































                                                   
125 ヒアリング調査は 2011 年の秋から 2012 年の春にかけて行った。川越市（埼玉県）は，江戸
時代に城下町、また街道沿いの商業町として栄え、現在「小江戸」と呼ばれ知名度も高い。1999
年に「川越」地区が商家町として選定を受けている。篠山市（兵庫県）は、丹波篠山の食材の地






























































































本章を執筆するに当たって、全国の重伝建地区 98 地区（2012 年 11 月 5 日時
点）を有する市町村の重伝建地区担当部局を対象に、アンケート調査を行った。


























ているかを 3 つまで順位付きで選んでもらった。1 番目に 3 点、2 番目に 2 点、
3 番目に 1 点を与えて集計した結果が図 3-1 である。回答は、「町並み・景観の











































































































































であり、約 3 分の 2 を占めていた。「地区内の住民団体」「地区内の住民」もそ
れぞれ約 3 分の 1 あるが、どちらかと言えば行政主導で進められてきた側面が
現れた結果であった。それに対して、重伝建地区への選定後に町並み保存活動
で中心的役割を担ったのは誰かを尋ねたところ（図 3-6 参照）、49 地区が「地区
内の住民団体」、48 地区が「行政の担当者」という回答であった。「地区内外の




















である。回答した自治体（地区）の約半数が 1 年～5 年、約 4 分の 1 が 5 年～
10 年と答えているが、10 年以上の長期間を要した自治体（地区）も 14（約 23％）


















































































































































































図 3-8 重伝建地区における補助金制度の仕組み128 
 




                                                   
127 各市町村の「重要伝統的建造物群保存地区保存事業補助金交付要綱」を参照。市町村によっ
て事業名や補助率が異なっている。 























補 助 金 額
は 各 自 治
体 に よ っ
て 最 高 限
度額と補 























表 3-1 伝建地区制度の補助対象129 
国庫補助 
























南会津町（前沢） 山村集落 90 個別審査 70 個別審
査 
川越市（川越） 商家町 80 1600 60 600 
白川村（萩町） 山村集落 90 個別審査 90  個別審
査 
美濃市（美濃町） 商家町 80 600 60 400 
大津市（坂本） 里坊群・門前町 80 800 60 400 
伊根町（伊根浦） 漁村 80 500 60 300 
篠山市（篠山・福住） 城下町・宿場
町・農村集落 
80 800 60 600 
倉敷市（倉敷川畔） 商家町 80 800 70 500 
丸亀市（塩飽本島町笠島） 港町 90 800 80 500 
 
 
                                                   



































点 D 上、線分 DH 上のいずれにも来る可能性がある。ただし、図 3-9 のような
状況では、点 E から点 D か線分 DH 上のどこかへ移行する可能性が高い。線分
DH 上の点 F のような状態であれば、補助金は上限額まで支払われ、効果とし
ては定額補助金型の所得効果のみになる。建造物の修理・修景を従前よりも LM
分増やす効果を持つことになる。かりに補助金に上限額がなければ、新たな均

















































































































空き家は年々増加を続け、2013 年度には 819 万戸、空き家率は 13.5%にも達し





きる。回帰式のパラメータからは、総軒数が 10 軒増えると空き家が約 1 軒増え
                                                   




























                                                   
131 図 3-12 では、総軒数 1000 戸に対して空き家が 300 戸と異常に数字を示している地区がある。
これは豊岡市出石であるが、数字自体は自治体からの回答に依っているので、完全に正確な数字
ではない可能性はある。 


































1963 1968 1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013
図3-11 総住宅数、総世帯数、空き家率の推移
総住宅数 空き家数 空き家率































 行政あるいは NPO に委託して、空き家を広く紹介・募集する（6 件） 
 空き家バンク133を開設し、登録と紹介を行う（5 件） 
 歴史まちづくり会議や空き家対策協議会等の会を設立して検討・協議（4
件） 
 空き家の建物改修費などへの財政補助（2 件） 
 NPO やまちづくり会社等による民家の改修やサブリース（2 件） 
 中心市街地活性化事業との連携を図る（1 件） 
 田舎暮らし体験ツアーを実施（1 件） 
 経済特区制度を利用して一棟貸し旅館の開設（1 件） 

























































1～10 件未満が 53.5％、0 件が 13.5％にも達しており、さらに空き家バンクの
開設時点からの成約件数になると、市町村で 1～10 件未満が 39.2％、0 件が











                                                   
134 地域活性化センター(2010)、pp.6～7、pp.18～19 を参照されたい。 





















































                                                   































































































63 31 23 11 3 0 4 0 0 7 
2.歴史的町並み 
の保存 
63 20 21 22 5 0 11 0 1 11 
3.歴史的文化 
の保全 
62 31 35 3 5 0 2 2 1 6 
4.商業・観光・ 
地域振興 
62 4 9 2 58 0 2 7 2 2 
5．社会インフラ 
整備  
62 3 4 15 8 16 51 6 8 2 
6．伝建に関わる 
住民参加 










































































































































































































図 4－1 徐府街平面図139 
 
                                                   
139 『開封市城市総体規劃（1995－2010）』の「徐府街詳細規劃図」を参考に、筆者が作成。こ





















開封市徐府街の保護・保全の動きは、1949 年の建国後から現在に至って 2 つ
段階に分けられる。 















































































住んでいた家に、2 世帯、3 世帯が共同で生活する貧しい住民が多い。 
























                                                   
142 1993 年 12 月に施行した「開封市城市規劃管理弁法」第二章、城市規劃の編成と審査第九条



















































                                                   











































                                                   
145 第 1 回目は 2012 年 12 月 26 日に河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏、同
市都市文物公園局課長・劉天軍氏にそれぞれ聞き取り調査を行った。第 2 回は 2013 年 9 月 17
日に河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏に聞き取り調査を行った。第 3 回目は



















































































                                                   
146 2013 年 9 月に徐府街に住んでいる一部の住民にヒアリング調査を実施した。聞き取り調査
の対象は、徐府街 88 号から 93 号まで合計 6 世帯である。そのうち持ち家は 3 世帯、賃貸は 3
世帯であった。市指定文化財は 3 軒である。 
147 徐府街以外に訪問した歴史保護区「双龍巷」は、開発事業がすでにかなり進んだ地区である。











表 4-1 ヒアリング概要149 
 
                                                   
148 北京四合院研究会（2008）、p.8 を参照されたい。 
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第 2 に、地方官員は 5 年の任期制で、在任期間中の業績の評価は、どれだけ
古い町並みを保護・保全できたかではなく、いかに経済を発展させたかという
基準で問われている。都市計画の調整期間は通常 5 年に 1 回で、保護・保全す
る価値が少ないと判断された建造物は、都市計画の調整期間中に消失を余儀な
くされた。中央政府によって財源保障も行われているが、現在の法制度では各
                                                   













































































































5-3-1．中国の住民参加と NPO 設立の動き  
近年、中国は急速な経済成長を伴い、都市開発が進む一方で、歴史的建造物
や町並みのその姿がだんだん消しつつある。歴史的環境保全・整備事業も行政
                                                   










































                                                   











































                                                   












































                                                   











































                                                   






















































































                                                   






























































































 実際に北京市では、2003 年 11 月に公布された新しい条例によって、建築様





































                                                   



































 第 1 に、実際に歴史的街並み保存地区では複雑な権利関係があり、私的四合
院と公的四合院と二つに分けられる。現状では私的歴史的建造物に対して、補
助金制度を適用しても、街並み保存事業には、十分ではない。 
















































                                                   









































                                                   


















                                                   
163 図 5-2 は、開封市徐府街再開発事業に長年携わってきた行政担当者・徐迎春氏を訪問した
2015 年 10 月 31 日に提供していただいた資料に基づいて作成した。黄緑色の線で囲まれている
部分は徐府街再開発エリアである。黒い矢印で指したのは開封市指定重要文化財で、赤い矢印で
指した建物は国が所有権を持っているものである。黄色い線で囲まれている地区は、図 5-1 で示
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大学の焦従勉教授には副査としてご助言を賜った。ここに深謝の意を表する  。 
 また本研究の第 3 章の重伝建地区をもつ自治体へのヒアリング調査では、川
越市、篠山市、倉敷市、竹原市、呉市の重伝建地区の担当部局に資料を提供し
て頂くとともに有益な助言を頂いた。三郷市役所の企画総務部長田中富雄氏、
川越市役所の政策財政部部長風間清司氏には川越市での現地調査のアレンジに
大変なご協力を頂いた。そしてアンケート調査を答えて頂いた全国の重伝建地
区 64 地区を有する各市町村の重伝建地区担当部局に大変なご協力を頂いた。こ
こに深謝の意を表する。 
 中国開封市の現地調査においては、河南省文物局、開封市規劃勘測設計研究
院、開封市文物公園局、平頂山市文物局、開封市徐府街文化開発建設有限公司
の職員、鄭州大学建築学院、河南大学環境与規劃学院、安徽財経大学の先生方々
に貴重な資料やご助言を提供して頂いた。この場を借りて御礼申し上げたい。
そしてインタビュー調査にご協力頂いた開封市徐府街現地住民の方々にも深く
感謝申し上げたい。 
 本研究の一部は関西学院大学大学院海外研究助成金によった。心よりお礼申
し上げます。最後に、論文執筆の環境をつくってくれた家族に感謝します。  
